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※ 本書における各集計表では、四捨五入により、合計金額等が一致しない場合があります。 
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Ⅰ 沿革 

 １ 普及状況 

武蔵野市は、昭和23年から下水道整備の調査・計画を開始し、昭和26年３月に善福寺川、神

田川及び石神井川の３排水区782ha を都市計画決定し、同年12月に JR 吉祥寺駅周辺39ha の事業

認可を取得して下水道事業に着手した。この計画は、吉祥寺駅周辺の雨水対策として、吉祥寺

東町４丁目にポンプ場を建設し、ポンプによって雨水を神田川に排水するための事業であった。 

昭和31年６月に武蔵野市下水道条例を制定し、下水道使用料の徴収を開始した。その後、昭

和40年４月に下水道事業の一層の進展と下水道施設の適正な管理及び運営を図るため、下水道

条例の全部を改正した。 

昭和43年９月に東京都三多摩地区総合排水計画が策定され、武蔵野市の境、境南町、桜堤１

丁目及び２丁目地域は流域下水道として、石神井川排水区は広域下水道として処理されること

となった。また、同年に野川流域下水道の施行について、東京都と関係各市の間で協議が成立

し、境、境南町及び桜堤の一部が野川排水区として処理されることとなった。 

昭和44年12月に東京都との間で「下水処理事務の委託に関する規約」が成立し、森ヶ崎処理

系統の完成までの間について、暫定的に落合水再生センターで処理することとなった。 

昭和45年に受益者負担金制度を導入し、下水道整備のための財源の見通しをたて、下水道普

及率の向上を図った。また、市民からの下水道の早期普及への要望の高まりや国による下水道

整備計画の動向を踏まえ、昭和45年12月に武蔵野都市計画下水道を変更し、市域を武蔵野第１

処理区（善福寺川・神田川排水区）、武蔵野第２処理区（野川排水区）、武蔵野第３処理区（石神

井川排水区）の３処理区に分けて整備することとなった。 

昭和47年３月には武蔵野第２処理区を多摩川左岸野川流域下水道関連公共下水道とし、昭和

51年３月には武蔵野第３処理区を荒川右岸東京流域下水道関連公共下水道として、それぞれ事

業認可を取得し、整備に着手した。 

昭和62年４月に、桜堤３丁目（武蔵野第３処理区の一部23ha）の下水処理の開始により、市

全域の水洗化が可能となり、下水道普及率100％を達成した。 
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２ 下水道事業の沿革 

 
年  月 事       項 

昭和 23.   下水道整備の調査、設計を開始 

26. 3 武蔵野都市計画下水道を都市計画決定 

26. 12 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の事業認可を取得 

26. 12 武蔵野市公共下水道事業計画の認可を取得 

27. 4 下水道建設工事に着手 

29. 4 吉祥寺ポンプ場の建設工事に着手 

29. 5 石神井川放流下水道管を買収 

30. 1 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

30. 1 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

30. 12 吉祥寺ポンプ場の一部運転を開始 

31. 6 武蔵野市下水道条例を制定 

31. 6 下水道使用料の徴収を開始 

32. 11 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

34. 8 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

34. 9 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

35. 11 吉祥寺ポンプ場の整備を完了 

36. 4 下水道特別会計を設置 

36. 8 武蔵野都市計画下水道を変更 

36. 8 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

37. 5 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

38. 11 善福寺川排水区幹線（女子大通り）の建設に着手 

39. 4 下水道使用料を改定 

40. 4 武蔵野市下水道条例を改正 

40. 4 下水道使用料を改定 

42. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

42. 3 武蔵野都市計画下水道を変更 

42. 3 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

43. 9 東京都が東京都三多摩地区総合排水計画を策定 

44. 1 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

44. 2 善福寺川排水区幹線（女子大通り）の整備を完了 

44. 3 三鷹市と共同で設置する井の頭ポンプ場の建設に着手 

44. 5 武蔵野市公共下水道事業計画について変更認可を取得 

44. 12 東京都と下水処理事務の委託に関する規約が成立 

44. 12 井の頭ポンプ場の整備を完了 

45. 1 神田川排水区、善福寺川排水区の一部を処理区域として供用開始 

45. 4 武蔵野市下水道受益者負担金条例を施行 

45. 4 下水道使用料を改定 

45. 12 善福寺川排水区幹線（五日市街道）のシールド工事に着手 

45. 12 武蔵野都市計画下水道を変更 

46. 2 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

46. 5 下水道台帳図の作成に着手 

47. 3 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画の事業認可を取得 

47. 4 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

47. 4 下水道使用料を改定 

48. 4 下水道使用料を改定 

49. 3 善福寺川排水区幹線の布設を完了 

49. 4 野川排水区の一部を処理区域として供用開始 

49. 4 下水道使用料を改定 

49. 12 武蔵野都市計画下水道を変更 
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年  月 事       項 

50. 4 下水道使用料を改定 

51. 2 下水道使用料を改定 

51. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の事業認可を取得 

51. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

52. 10 武蔵野市下水道条例を改正 

52. 12 武蔵野都市計画下水道を変更 

53. 5 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

54. 4 下水道使用料を改定 

57. 4 下水道使用料を改定 

57. 8 下水道台帳図の整備を完了 

58. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

58. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

59. 7 石神井川排水区の一部を処理区域として供用開始 

60. 4 下水道使用料を改定 

60. 10 下水道使用料を改定 

62. 4 普及率 100％ 

平成 2. 5 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

2. 8 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

5. 2 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

5. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

6. 4 武蔵野市雨水浸透施設助成金交付要綱を制定 

7. 4 下水道使用料を改定 

8. 1 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

8. 1 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

8. 4 武蔵野市雨水流出抑制施設設置要綱及び武蔵野市雨水流出抑制施設技術指針を制定 

8. 9 武蔵野市下水道条例を全部改正 

9. 4 下水道使用料を改定 

9. 4 受益者負担金制度を廃止 

10. 12 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

10. 2 武蔵野都市計画下水道を変更 

11. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

12. 1 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

12. 2 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

12. 2 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

16. 2 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

17. 12 公共下水道耐震化工事に着手 

18. 3 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

18. 3 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

18. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画の変更認可を取得 

18. 5 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

18. 8 雨水貯留浸透施設設置（学校・公園）に着手 

19. 4 武蔵野市善福寺川排水区総合浸水対策緊急計画を策定 

21. 3 武蔵野市下水道総合計画を策定 

21. 6 武蔵野市建築物に設置される排水槽等の改善対策に係る助成金交付要綱施行 

22. 3 武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

22. 10 下水道使用料を改定 

22. 11 武蔵野都市計画下水道を変更 

23. 3 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画を変更 

23. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画を変更 

23. 4 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

23. 4 下水道使用料を改定 
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年  月 事       項 

23. 12 北町ポンプ所を移設 

24. 3 武蔵野市下水道総合地震対策計画を策定 

24. 10 武蔵野市雨水の地下への浸透及び有効利用の推進に関する条例を施行 

25. 3 武蔵野市下水道長寿命化計画（武蔵野第１処理区）を策定 

25. 3 吉祥寺東町四丁目合流改善施設を設置 

25. 12 武蔵野市下水道事業基金条例を施行 

26. 3 武蔵野市公共下水道事業計画を変更 

26. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

26. 4 武蔵野市下水道総合計画を改定 

26. 5 神田川排水区合流改善施設を設置 

26. 7 「水の学校」事業を開始 

27. 1 吉祥寺東町一丁目合流改善施設を設置 

27. 1 吉祥寺北町雨水貯留施設を設置 

27. 4 武蔵野市流域対策実施計画を策定 

27. 9 「水の学校」第 8 回国土交通大臣賞（循環の道下水道賞）を受賞 

28. 3 武蔵野市公共下水道事業計画を変更 

28. 3 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画を変更 

28. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画を変更 

28. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

28. 4 下水道使用料を改定 

28. 10 武蔵野市公共下水道事業地方公営企業法適用基本方針を策定 

28. 11 石神井川排水区雨水幹線を整備 

30. 4 武蔵野市下水道総合計画を改定 

30. 4 武蔵野市下水道事業経営戦略を策定 

令和元. 9 武蔵野市下水道事業の設置等に関する条例を制定  

元. 11 武蔵野市下水道ストックマネジメント計画を策定 

2. 3 「水の学校」事業が終了 

2. 3 武蔵野市雨水の地下への浸透及び有効利用の推進に関する条例を改正 

2. 4 公営企業会計を開始 

2. 4 下水道使用料を改定 

3. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

3. 3 武蔵野市公共下水道事業計画を変更 

3. 3 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画を変更 

3. 3 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画を変更 

5. 4 武蔵野市下水道総合計画を改定 

5. 4 武蔵野市下水道事業経営戦略を改定 

6. 3 武蔵野市下水道事業基金条例を廃止 

6. 4 下水道使用料を改定 

6. 4 下水道施設長期包括業務委託試行実施開始 

6. 12 武蔵野市下水道ストックマネジメント計画（第２期）を策定 

7. 2 武蔵野市公共下水道事業計画を変更 

7. 2 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画を変更 

7. 2 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画を変更 

7. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 

8. 2 武蔵野市公共下水道事業計画を変更 

8. 2 武蔵野市公共下水道（多摩川流域野川処理区関連）事業計画を変更 

8. 2 武蔵野市公共下水道（荒川右岸処理区関連）事業計画を変更 

8. 3 武蔵野都市計画下水道事業武蔵野市公共下水道事業計画の変更認可を取得 
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環境部 下水道課

 総務係

 事業計画係

 施設管理係

Ⅱ 機構 

１ 機構 

 

 

 

 

２ 事務分掌 

総務係 (1) 下水道使用料に関すること。 

(2) 下水道施設の占用の許可及び占用料の賦課徴収に関すること。 

(3) 下水道事業に伴う関係機関との連絡調整に関すること。 

(4) 河川に係る連絡調整に関すること。 

(5) 下水道事業会計の経理に関すること。 

(6) 下水道事業会計の予算及び決算に関すること。 

(7) 下水道及び水循環の啓発に関すること。 

(8) 流域下水道等維持管理負担金に関すること。 

(9) 固定資産の取得、処分等に関すること。 

(10) 課内の庶務に関すること。 

事業計画係 (1) 流域別下水道整備総合計画に係る事項の協議及び調整に関すること。 

(2) 下水道事業の各種計画の策定、変更、認可等に関すること。 

(3) 下水道事業に係る補助金及び起債に関すること。 

(4) 下水道施設の建設改良工事の設計及び施工に関すること。 

(5) 流域下水道等建設負担金に関すること。 

(6) 雨水浸透等対策の推進に関すること。 

施設管理係 (1) 排水設備及び水洗化に関すること。 

(2) 排水設備工事事業者等の指定及び指導育成に関すること。 

(3) 特定施設等に係る指導等水質規制に関すること。   

(4) 臭気抑制対策に関すること。 

(5) 下水道施設の維持管理（清掃、点検、調査等）に関すること。 

(6) 下水道施設の維持修繕工事の設計及び施工に関すること。 

(7) ストックマネジメントに関すること。 

(8) 公共ます及びその他下水道施設の自費工事申請等に関すること。 

(9)  下水道台帳の管理に関すること。 

 
３ 人員配置                            （単位 人） 

職務名 

所属 
課長 

担当 

課長 
課長補佐 

係長 

主査 
主任 主事 計 

会計年度 

任用職員 

総務係 １  

 

１ 

１  １ ２ ５ １ 

事業計画係   １ １  １ ３  

施設管理係  １  ＊３ ３ ８ ４ 

計 １ １ ２ １ ５ ６ 16 ５ 

   ※ 課長は総務係、担当課長は施設管理係の計欄に含める。 

   ※ ＊印のうち１人はフルタイム暫定再任用職員で内数 
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４ 職種別給与費 

区 分 
年間支給額等 

（千円） 

１人当たり月平均 

  支給額（円） 

事
務
職
員 

職員数 ４ 人  

基本給 18,676  389,083  

手 当 4,591  95,646  

内 

訳 

超過勤務手当 3,738  77,875  

特殊勤務手当 0  0  

その他 853  17,771  

計 23,267  484,729  

期末勤勉手当 7,114     〔1,778,500〕 

平均年齢  39.5 歳 

平均経験年数  13.3 年 

技
術
職
員 

職員数 12 人  

基本給 54,731  380,076  

手 当 13,982  97,097  

内 

訳 

超過勤務手当 10,445  72,535  

特殊勤務手当 0  0  

その他 3,537  24,563  

計 68,713  477,174  

期末勤勉手当     23,410    〔1,950,833〕 

平均年齢  40.9 歳 

平均経験年数  14.2 年 

合 

計 

職員数 16 人  

基本給 73,407  382,328  

手 当 18,573  96,734  

内 

訳 

超過勤務手当 14,183  73,870  

特殊勤務手当 0  0  

その他 4,390  22,865  

計 91,980  479,063  

期末勤勉手当 30,524  〔1,907,750〕 

平均年齢  40.6 歳 

平均経験年数  14.0 年 

※ 期末勤勉手当欄〔 〕は、１人当たり年間支給額 

※ 当年度において、会計年度任用職員の報酬として 16,608,492 円を支給した。 

※ 当年度において、会計年度任用職員の期末勤勉手当として 5,148,317 円を支給した。 

※ 当年度において、期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む。）として 19,746,729 円を 

支給することとなったため、賞与引当金 12,926,553 円を取り崩した。 
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Ⅲ 業務統計 

１ 汚水処理・雨水処理 

  １）汚水処理 

処理区名 排除方式 面積（ha） 送水先 

第１処理区 合流式 727  落合水再生センター（暫定） 

森ケ崎水再生センター 

第２処理区 合流式 256  森ケ崎水再生センター 

第３処理区 分流式 90  清瀬水再生センター 

計 1,073   

  ２）雨水処理 

  排水区名 排除方式 面積（ha） 放流先 

善福寺川排水区 合流式  641  善福寺川へ放流 

神田川排水区 合流式  86  神田川へ放流 

野川排水区 合流式 256  流域下水道幹線を経て野川へ放流 

石神井川排水区 分流式 90  石神井川へ放流 

計 1,073   

 

２ 主な施設一覧 

１）管路施設                       （令和８年３月末時点） 

区分 内容 土地・施設 

全 域 

管径（mm） 

合流 ○75～□4,000×2,400 吐口用地 

304.06 ㎡（神田川） 

140.00 ㎡（原寺分橋） 

14.95 ㎡（原橋） 

 

下水道用地 

340.94 ㎡（関前 4－5） 

259.28 ㎡（石神井川・区

分地上権） 

 

雨水貯留浸透施設 25 箇所 

 

ポンプ施設 ８箇所 

汚水 ○150～1,000 

雨水 ○150～2,600 

管きょ延長（ⅿ） 

合流 284,510.4 

汚水 11,432.1 

雨水 14,501.0 

計 

 

310,443.5 

武蔵野 

第１処

理区 

管径（mm） ○75～□4,000×2,400 

管きょ延長（ⅿ） 209,808.7  

武蔵野 

第２処

理区 

管径（mm） ○100～2,800 

管きょ延長（ⅿ） 74,701.7 

武蔵野 

第３処

理区 

管径（mm） 
汚水 ○150～1,000 

雨水 ○150～2,600 

管きょ延長（ⅿ） 
汚水 11,432.1 

雨水 14,501.0 
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２）ポンプ施設 

No. 名  称 用途 所在地 
容量 
（㎥） 

設置年度 土地・建物 

１ 桜堤ポンプ所 

浸水対策 

（分流雨水管排水

を流入） 

桜堤 3-7 12.5 
S53 

(H 元ポンプ増設) 
 

２ 大野田ポンプ所 
浸水対策 

（道路排水を流入） 

吉祥寺北町

4-8 
29 

S32 

(S41 ポンプ増設) 

土地：198.41 ㎡ 

建物：19.05 ㎡ 

（S63 増築） 

３ 北町ポンプ所 
浸水対策 

（道路排水を流入） 

吉祥寺北町

1-23 
13 

S63 

(H23 ポンプ移設) 
 

４ 北町雨水貯留施設 
浸水対策 

（道路排水を流入） 

吉祥寺北町

1-23 
4,500 H26  

５ 

吉祥寺東町一丁目 

合流式下水道改善

施設 

合流改善対策 

（合流下水を流入） 

吉祥寺東町

1-23 
8,500 H26 

土地：1,853.62 ㎡ 

建物：781.60 ㎡ 

６ 

吉祥寺東町四丁目 

合流式下水道改善

施設 

合流改善対策 

（合流下水を流入） 

吉祥寺東町

4-18 
1,200 H24 土地：2,099.87 ㎡ 

７ 

神田川排水区合流

式下水道改善施設 

（東部公園） 

合流改善対策 

（合流下水を流入） 

吉祥寺南町

3-41 
800 H26  

８ 

神田川排水区合流

式下水道改善施設 

（井の頭二丁目） 

合流改善対策 

（合流下水を流入） 

三鷹市井の

頭 2-3 
200 H26  

９ 井の頭ポンプ場 

水再生センターへ

の圧送対策 

（三鷹市管理） 

三鷹市井の

頭 1-4 
- S45 

土地：381.62 ㎡ 

建物：278.59 ㎡ 
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３ 処理水量及び有収水量 

総処理水量（㎥） 22,518,719 
汚水処理水量（㎥） 19,289,569      

雨水処理水量（㎥）  3,229,150 

有収水量（㎥） 16,689,381 
  

 

 ４ 普及の推移 

項目 

年度 

全体計画 

人口（人） 

行政区域内 

人口（人） 

処理区域内 

人口（人） 

水洗化人口 

（人） 

普及率 

（％） 

水洗化率 

（％） 

令和３年度 

131,300 

148,300 148,300 148,298 100 100 

令和４年度 148,196 148,196 148,194 100 100 

令和５年度 148,079 148,079 148,074 100 100 

令和６年度 148,285 148,285 148,280 100 100 

令和７年度 148,430 148,430 148,426 100 100 
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Ⅳ 事業概況 

１ 維持管理（税込み） 

 １）下水道維持管理事業 415,483,523 円 

管路施設やポンプ施設等の下水道施設の点検・清掃、修繕及び資材の購入等を実施し

た。 

 

 ２）下水道ストックマネジメント推進事業 61,516,319 円 

（うち長期包括分 56,676,319 円） 

下水道ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設の点検及び調査、修繕工事を実

施した。 

 

 ３）区部流入・流域下水道維持管理負担金 1,016,891,959 円 

本市が東京都の区部及び流域下水道に排出した下水を水再生センターで処理するために

要する費用を負担金として支出した。 

 

 
２ 建設事業（税込み）  

 １）下水道ストックマネジメント推進事業 267,533,750 円 

（うち長期包括分 113,781,800 円） 

下水道ストックマネジメント計画に基づき、管路施設の設計・改築工事及びポンプ施設

のポンプ等の交換を実施した。 

 

 ２）区部流入・流域下水道建設等負担金 184,129,349 円 

本市が東京都の区部及び流域下水道に排出した下水を処理するための下水道施設の建

設・改良に要する費用を負担金として支出した。 
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３ 届出･申請関係   

 １）排水設備計画届出等                  

届出件数 

(件) 

検査件数 

(件) 

検査内容 公共下水 

臨時使用届 

（件） 

汲取り改造 

(件) 

浄化槽切替 

(件) 

新築家屋 

(件) 

その他工事 

(件) 

420 419 － － 400 19 10 

 
 ２）雨水排水計画届出                 

届出件数 

(件) 

設置件数 

(件) 

施設別設置数 

浸透ます 

(個) 

浸透トレンチ 

(ｍ) 

貯留槽 

(㎥) 

376 352 1,524 193 570 

 

４ 水質検査関係 

公共下水道接続点水質検査 特定事業場排水水質検査 

検査箇所 

(箇所) 

延べ検査回数 

(回) 

検査箇所 

(箇所) 

延べ検査回数 

(回) 

４ 10 25 57 
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Ⅴ 財務 

１ 損益計算書 

 

 

 

 

（単位　千円）

2,863,633 2,724,597 2,675,383 2,759,286 2,883,963

１ 2,145,462 2,097,141 2,089,502 2,170,460 2,197,596

(1) 下水道使用料 1,278,917 1,293,735 1,300,160 1,356,376 1,347,676

(2) 他会計負担金 865,904 802,811 788,871 813,622 849,312

(3) その他営業収益 641 595 471 462 608

２ 718,171 627,456 585,881 588,826 686,367

(1) 受取利息及び配当金 18 17 18 635 2,480

(2) 他会計負担金 58,292 52,695 49,966 60,439 181,311

(3) 補助金 7,812 9,450 10,815 7,875 32,340

(4) 長期前受金戻入 651,987 565,033 518,765 514,912 461,685

(5) 雑収益 62 261 6,317 4,965 8,551

３ 0 0 0 0 0

(1) 過年度損益修正益 0 0 0 0 0

2,821,707 2,660,288 2,588,180 2,611,230 2,716,155

１ 2,688,740 2,533,851 2,461,329 2,483,309 2,579,837

(1) 管きょ費 241,750 233,995 276,249 318,573 457,138

(2) ポンプ場費 50,498 56,372 52,976 61,332 68,794

(3) 流域下水道等管理費 1,034,794 1,020,761 1,004,752 1,016,032 993,894

(4) 総係費 249,432 261,858 257,590 259,452 301,310

(5) 減価償却費 1,079,681 916,419 854,532 802,416 749,939

(6) 資産減耗費 32,585 44,446 15,230 25,504 8,762

２ 132,967 126,437 126,851 127,921 136,318

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 109,794 105,277 103,135 102,381 102,821

(2) 雑支出 23,173 21,160 23,716 25,540 33,497

３ 0 0 0 0 0

(1) その他特別損失 0 0 0 0 0

41,926 64,309 87,203 148,056 167,808

令和７年度

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

純 利 益

　　　　　　　　　　　　　　年度
　科目

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

費 用

令和６年度令和５年度令和３年度 令和４年度
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 ２ 貸借対照表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位　千円）

24,768,092 24,611,641 24,476,811 24,444,419 24,558,672

１ 23,866,943 23,440,113 22,432,098 22,191,944 22,133,313

(1) 有形固定資産 20,270,079 19,843,065 19,710,935 19,454,636 19,308,117

(2) 無形固定資産 2,720,615 2,700,799 2,721,163 2,737,308 2,825,188

(3) 投資その他の資産 876,249 896,249 0 0 8

２ 901,149 1,171,528 2,044,713 2,252,475 2,425,359

(1) 現金・預金 455,630 884,538 1,372,399 1,948,003 2,138,705

(2) 未収金 445,505 286,973 672,300 304,456 286,636

(3) 前払金 14 17 14 16 18

24,768,092 24,611,641 24,476,811 24,444,419 24,558,672

21,448,765 21,204,241 20,958,303 20,753,797 20,675,675

３ 7,433,188 7,345,242 7,348,710 7,261,382 7,173,637

企業債 7,433,188 7,345,242 7,348,710 7,261,382 7,173,637

４ 796,454 997,333 925,705 1,052,883 1,160,554

(1) 企業債 342,858 349,246 359,832 365,128 368,845

(2) 未払金 442,398 588,453 554,605 674,415 776,444

(3) 前受金 0 46,973 0 0 0

(4) 引当金 11,013 11,794 11,011 12,927 14,922

(5) その他流動負債 185 867 257 413 343

５ 13,219,123 12,861,666 12,683,888 12,439,532 12,341,484

(1) 長期前受金 14,505,598 14,693,990 15,030,136 15,269,699 15,631,967

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,286,475 △ 1,832,324 △ 2,346,248 △ 2,830,167 △ 3,290,483

3,319,327 3,407,400 3,518,508 3,690,622 3,882,997

６ 2,354,788 2,378,552 2,402,456 2,426,515 2,451,081

７ 964,539 1,028,848 1,116,052 1,264,107 1,431,916

(1) 資本剰余金 771,299 771,298 771,299 771,297 771,298

(2) 利益剰余金 193,240 257,550 344,753 492,810 660,618

固 定 資 産

剰 余 金

流 動 資 産

負 債 ・ 資 本

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債

資 本

資 本 金

　　　　　　　　　　　　　　年度
　科目

令和３年度 令和４年度

資 産

令和７年度令和６年度令和５年度
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３ キャッシュ・フロー計算書 

 
 

 

 

（単位　千円）

１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 535,655 565,910 401,623 433,267 656,439

当年度純利益 41,926 64,309 87,203 148,056 167,808

減価償却費 1,079,681 916,419 854,532 802,416 749,939

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 118 △ 248 △ 225 181 81

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1,080 100 613 1,511 2,062

固定資産除却費 9,646 31,462 8,708 25,504 2,705

受取利息及び配当金 △ 18 △ 17 △ 18 △ 635 △ 2,480

長期前受金戻入 △ 651,987 △ 565,033 △ 518,765 △ 514,912 △ 461,685

支払利息及び企業債取扱諸費 109,793 105,277 103,135 102,381 102,821

未収金の増減額（△は増加） 198,916 △ 5,751 6,974 △ 7,101 11,289

前払金の増減額（△は増加） △ 1 △ 3 3 △ 1 △ 3

未払金の増減額（△は減少） △ 74,753 85,589 △ 18,219 △ 9,238 197,498

前受金の増減額（△は減少） 0 46,973 0 0 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 185 682 △ 610 156 △ 71

その他 △ 66,760 △ 8,589 △ 18,729 △ 13,168 △ 13,184

小計 645,430 671,170 504,602 535,150 756,780

利息及び配当金の受取額 18 17 18 635 2,480

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 109,793 △ 105,277 △ 102,997 △ 102,518 △ 102,821

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 412,860 △ 79,209 409,797 △ 161,206 △ 406,275

有形固定資産の取得による支出 △ 966,722 △ 276,573 △ 550,822 △ 221,706 △ 419,091

有形固定資産の除却による支出 0 0 0 0 0

無形固定資産の取得による支出 △ 96,216 △ 90,320 △ 113,645 △ 148,127 △ 200,750

基金への積立による支出 △ 20,000 △ 20,000 0 0 0

基金の取崩による収入 0 0 896,249 0 0

国庫補助金等による収入 66,723 34,000 40,498 81,514 60,918

負担金による収入 603,355 273,684 137,517 127,113 152,656

その他投資による支出 0 0 0 0 △ 8

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 139,564 △ 57,793 △ 323,559 303,543 △ 59,462

建 設 改 良 目 的 企 業 債 に よ る 収 入 167,000 261,300 0 641,100 281,100

建設改良目的企業債の償還による支出 △ 330,135 △ 342,859 △ 347,463 △ 361,615 △ 365,128

他会計からの出資による収入 23,571 23,766 23,904 24,058 24,566

△ 16,769 428,908 487,861 575,604 190,702

472,399 455,630 884,538 1,372,399 1,948,003

455,630 884,538 1,372,399 1,948,003 2,138,705

令和７年度令和６年度令和５年度令和３年度 令和４年度

資金期末残高

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高
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４ 費用構成 

１）目別節別費用構成 

 
 

0.0 0.0 0.0 0.0

27.6 8,762 0.3 136,318 5.0 02.5 993,894 36.7 301,310 11.1 749,939100.0 457,138 16.8 68,794

0.0

合 計 2,716,155 0.0

特 別 損 失 0

2,716,155 100.0 457,138 100.0 68,794 0.0100.0 8,762

0.00.00.0 0.0

100.0 136,318 100.0 0100.0 993,894

0.2 0.0

0.0

100.0 301,310 100.0 749,939

8,236

0.0 0.0

102,821 3.8 0.0

0.0 0.0 8,762 100.0

0.00.0 0.0 102,821 75.40.0 0.0

0.0100.0 0.0 0.0

2,680 0.1

8,762 0.3 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 749,939749,939 27.6 0.0

0.0 0.00.0 2,680 3.9 0.0

0.7

0.00.0

0.00.0 0.0

0.0 0.00.0

0.0

1,047,743 38.6 172 0.0 51,679

0.0 0.0

0.075.2 993,894 100.0 1,998

2,342 0.1 2,342 0.5 0.0 0.0

0.0

0.00.0 0.0

0.0 0.0615,232 22.7 417,024

0.00.2 0.0 140 0.0294 0.0 0.0 154

184,092 61.2 0.091.3 14,116 20.5 0.0

0.2 3,297 0.00.0 0.0 0.00.0 0.0 1.1

0.00.0 0.0 0.00.0 0.0 16,986 5.6

0.0

23,338 0.9 6,352 1.4

76,957 25.599,228 3.7 22,271 4.9 0.0

0.0 9,604 3.2

0.0 0.00.0 0.0

そ の 他

小 計

経
常
費
用

目

節 金額 構成比 金額 構成比

16,608 0.6 7,004 1.5報 酬

給 与 ・ 手 当

法 定 福 利 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

材 料 費

4,348 0.2 1,051

負 担 金

動 力 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支 払 利 息

金額 構成比 金額 構成比金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

0.00.0 0.0 0.00.0

（単位　千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

合計 管きょ費 ポンプ場費 流域下水道等管理費 総係費 減価償却費 資産減耗費 営業外費用 特別損失

1650.29221.642,820 0.024.633,4970.00.02.7
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２）目別費用構成

 
３）節別費用構成

 

管きょ費

457,138 千円

16.8%

ポンプ場費

68,794 千円

2.5%

流域下水道等管理費

993,894 千円

36.6%総係費

301,310 千円

11.1%

減価償却費

749,939 千円

27.6%

資産減耗費

8,762 千円

0.3%

営業外費用

136,318 千円

5.0%

総 費 用

2,716,155 千円

100%

給与・手当

99,228 千円

3.7% 法定福利費

23,338 千円

0.9%

委託料

615,232 千円

22.7%

修繕費

294 千円

0.0%

負担金

1,047,743 千円

38.6%

減価償却費

749,939 千円

27.6%

支払利息

102,821 千円

3.8%

その他

77,560 千円

2.9%

総 費 用

2,716,155 千円

100%
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５ 収益構成 

 
 
 

 
 

 

 

令和７年度

金額 構成比

1,347,676 46.7

849,312 29.5

608 0.0

0 0.0

2,883,963 100.0

2,480 0.1

181,311 6.3

32,340 1.1

461,685 16.0

8,551 0.36,317 0.2

0 0.0

2,675,383 100.0

49,966 1.9

10,815 0.4

518,765 19.4

788,871 29.5

471 0.0

18 0.0

令和５年度

金額 構成比

1,300,160 48.6

年度 令和３年度 令和４年度

金額 構成比

 下水道使用料 1,278,917 44.7 1,293,735 47.6

項目 金額 構成比

29.5

 その他営業収益 641 0.0 595 0.0

 他会計負担金 865,904 30.2 802,811

0.0

 他会計負担金 58,292 2.0 52,695 1.9

 受取利息及び配当金 18 0.0 17

0.3

 長期前受金戻入 651,987 22.8 565,033 20.7

 補助金 7,812 0.3 9,450

100.0合計 2,863,633 100.0 2,724,597

0.0

 過年度損益修正益 0 0.0 0 0.0

 雑収益 62 0.0 261

0 0.0

2,759,286 100.0

（単位　千円、％）

令和６年度

金額 構成比

1,356,376 49.1

813,622 29.5

462 0.0

635 0.0

60,439 2.2

7,875 0.3

514,912 18.7

4,965 0.2

下水道使用料

1,347,676 千円

46.7%

他会計負担金

849,312 千円

29.4%

その他営業収益

608 千円

0.0%

受取利息及び配当金

2,480 千円

0.1%

他会計負担金

181,311 千円

6.3%

補助金

32,340 千円

1.1%

長期前受金戻入

461,685 千円

16.0%

雑収益

8,551 千円

0.3%

総 収 益

2,883,963 千円

100%

29.5% 
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６ 年度別収支比較表 

 
 
 
 
 

2,611,230

105.67

令和６年度

2,759,286

2,611,230

105.67

2,759,286

 経常収支比率 101.49 102.42

 経常収益 2,863,633 2,724,597

 経常費用 2,821,707 2,660,288

 総費用 2,821,707 2,660,288

 総収支比率 101.49 102.42

令和３年度 令和４年度
項目

 総収益 2,863,633 2,724,597

2,716,155

106.18

（単位　千円、％）

令和７年度

2,883,963

2,716,155

106.18

2,883,963

2,588,180

103.37

令和５年度

2,675,383

2,588,180

103.37

2,675,383

年度
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７ 経営指標等の比較分析 

 

■東京都　武蔵野市

■経営の健全性・効率性に関する指標

①経常収支比率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 101.49 102.42 103.37 105.67 106.18

類似団体平均値 107.96 107.29 106.58 106.80

②累積欠損金比率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

類似団体平均値 0.68 0.90 1.19 1.40

※ 決算日現在、令和７年度分の類似団体平均値は公表されていない。

業務名 事業名 事業名 類似団体区分 管理者の情報

法適用 下水道事業 公共下水道 Aa 非設置

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(%) 普及率(%) 有収率(%) 1か月20㎥あたり家庭料金(円)

- 66.06 100 86.52 1,246

１月１日現在人口(人) 面積（㎢） 人口密度(人/㎢)

147,958 10.98 13,475.23

処理区域内人口(人) 処理区域面積（㎢） 処理区域内人口密度(人/㎢)

148,430 10.73 13,833.18

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
経常収益（千円）
経常費用（千円）

経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の

費用をどの程度賄えているかを表す指標である。
100％を上回っている場合、単年度の収支が黒字であることを示す。

前年度と同様に、黒字であることを示す100％を上回っている。引き続き使用料収入、労務単価や材料費の高騰等の
動向に注視し、健全な経営を目指していく。

0.50
0.60
0.70
0.80
0.90
1.00
1.10
1.20
1.30
1.40
1.50

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填することが

できず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標である。
０％であれば累積欠損金が発生していないことを示す。

前年度と同様に純利益を計上しており、指標数値は０％である。

当年度未処理欠損金（千円）
営業収益（千円）－受託工事収益（千円）

1
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③流動比率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 113.15 117.47 220.88 213.93 208.98

類似団体平均値 86.61 100.73 108.70 120.78

④企業債残高対事業規模比率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 190.75 187.78 185.47 179.77 179.51

類似団体平均値 463.93 481.88 460.03 447.27

⑤経費回収率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 100.23 102.45 103.84 102.11 94.99

類似団体平均値 103.40 101.87 101.33 101.50

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
流動資産（千円）
流動負債（千円）

短期的な債務に対する支払能力を表す指標である。
100％を上回っている場合、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す。

前年度と同様に200％を上回り、類似団体平均値と比較しても非常に高い水準となっており、短期的な支払能力は十

分確保している。

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
企業債現在高合計（千円） － 一般会計負担額（千円）

営業収益（千円）－受託工事収益―（千円）雨水処理負担金（千円）

使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。

20％の起債抑制を行っており、類似団体平均値と比較して、低い数値に抑えられている。企業債が経営に与えてい

る影響は小さい。基本使用料の無償分を下水道使用料収益に含めた場合は168.01%であり、企業債残高が経営に与える

影響は、より低いと言える。

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
下水道使用料（千円）

汚水処理費（公費負担分を除く）（千円）

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標である。

100％を上回っている場合、使用料で回収すべき経費を使用料で賄えている状況を示す。

経費回収率が100％を下回っているが、これは基本使用料無償事業に伴う下水道使用料の減少が影響している。基本
使用料の無償分を下水道使用料収益に含めた場合は101.49％と、100％を上回っており、必要な経費を使用料収入で賄
うことができている。
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⑥汚水処理原価（円）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 75.56 75.50 75.41 80.12 85.01

類似団体平均値 110.26 111.88 114.16 114.28

⑦水洗化率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 100 100 100 100 100

類似団体平均値 97.59 97.53 97.54 97.51

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
汚水処理費（公費負担分を除く）（千円）

年間有収水量

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係る

コストを表した指標である。

汚水処理費の増加の影響により、前年度より上昇したが、類似団体平均値と比較して、低い数値となっている。

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 
現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標である。

100％の水準に達しており、汚水処理が適切に行われている。
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■老朽化の状況

①有形固定資産減価償却率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 9.29 12.97 15.93 18.68 21.05

類似団体平均値 24.59 26.87 29.31 31.67

②管きょ老朽化率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 44.17 51.47 60.04 68.99 75.02

類似団体平均値 9.43 12.40 13.81 15.32

③管きょ改善率（％）

指標の概要

指標の分析

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 0.11 0.15 0.24 0.20 0.24

類似団体平均値 0.15 0.16 0.16 0.16

0.00
5.00

10.00
15.00
20.00
25.00
30.00
35.00

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 有形固定資産減価償却累計額（千円）
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿価格（千円）

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示してい
る。

類似団体平均値と比較して低い水準となっているが、これは法適用時に過去の減価償却累計額相当分を控除してい

るためであり、実際には指標以上に老朽化は進んでいる。

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値

算出式＝ ×100 

算出式＝ ×100 

法定耐用年数を経過した管きょ延長（千ｍ）
下水道管きょ布設延長（千ｍ）

法定耐用年数を超えた管きょ延長の割合を表す指標で、管きょの老朽化度合を示している。

初期に布設された管きょは法定耐用年数を経過しており、管きょ老朽化率は類似団体平均値と比較して、高い水準

となっている。今後も多くの管きょが更新時期を迎えることが見込まれ、数値は上昇傾向である。

改善（更新、改良、維持）管きょ延長（千ｍ）
下水道管きょ布設延長（千ｍ）

当該年度に更新した管きょ延長の割合を表した指標で、管きょの更新ペースや状況を把握できる。

類似団体平均値と比較してほぼ同水準となっているが、本市は下水道の整備時期が早かったこともあり、今後多く
の管きょの更新時期を迎えることが見込まれているため、武蔵野市下水道ストックマネジメント計画（第二期）に基
づく計画的かつ効率的な更新を進めていく。
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

武蔵野市 類似団体平均値
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Ⅵ 下水道使用料等 
１ 下水道使用料 

 １）下水道使用料の変遷 

 

S31.6.1

（ 制 定 ）

S39.4.1 4円 2円 10円未満切捨

S40.4.1 4円 2円 新下水道法施行（新条例）

S45.4.1 4円 2円 4.9円/ｍ3 第一処理区供用開始
従量制使用料を採用

S47.4.1 4円 2円 5.2円/ｍ3

S48.4.1 4円 2円 5.5円/ｍ3

S49.4.1 4円 2円 6円/ｍ3 第二処理区供用開始

S50.4.1 4円 2円 8円/ｍ3

S51.2.1 5円 3円 18円/ｍ3

S54.4.1 5円 3円 22円/ｍ3

S57.4.1 5円 3円 31円/ｍ3

S60.4.1 5円 3円 38円/ｍ3 第三処理区供用開始

S60.10.1 9円 5円 38円/ｍ3

H7.4.1 9円 5円 42円/ｍ3

（浴場汚水）

400円

 11 ～ 20   50円

 21 ～ 50   60円

 51 ～ 100  70円

101 ～ 200  85円

201 ～ 500  100円

501 ～ 1,000 130円

1,001以上 180円

450円
基本使用料
：150円

  9 ～ 20   50円

 21 ～ 30   60円

 31 ～ 50   65円

 51 ～ 100  75円

101 ～ 200  90円

201 ～ 500  105円

501 ～ 1,000 130円

1,001以上 180円

最低使用料42円/月

備　　　　　　　考改定年月日
水道汚水
（一般）

井戸
その他の汚水

浴場汚水 処理委託単価

8円

処理区域内に
あっては、左
の条例分に加
算する。

水道料金の3/10

水道料金の3/10

水道料金の3/10

6円

6円

6円

6円

8円

8円

水道料金の3/10 4円 2円

8円

15円

15円

（水道・井戸汚水）

H9.4.1

基本使用料

（10ｍ3以下）

従量使用料

（９ｍ3以上）
：26円

基本使用料
：133円

従量逓増制使用料を採用し、

消費税を5％に変更

従
量
逓
増
使

用
料

従量使用料

（11ｍ3以上）
：25円

H22.10.1

基本使用料

（8ｍ3以下）

基本水量を10ｍ3から8ｍ3に変
更

水量区分を7区分から8区分に
変更

H23.3.31まで水道・井戸汚水
の基本使用料を400円に、浴場
汚水の基本使用料を133円に据
え置き

従
量
逓
増
使
用
料
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470円
基本使用料
：150円

  9 ～ 20   50円

 21 ～ 30   60円

 31 ～ 50   70円

 51 ～ 100  80円

101 ～ 200  95円

201 ～ 500  110円

501 ～ 1,000 135円

1,001以上 190円

490円
基本使用料
：150円

  9 ～ 20   50円

 21 ～ 30   65円

 31 ～ 50   75円

 51 ～ 100  85円

101 ～ 200  100円

201 ～ 500  115円

501 ～ 1,000 140円

1,001以上 195円

509円
基本使用料
：150円

  9 ～ 20   52円

 21 ～ 30   68円

 31 ～ 50   78円

 51 ～ 100  89円

101 ～ 200  104円

201 ～ 500  120円

501 ～ 1,000 146円

1,001以上 203円

※使用料は、使用者ごとの汚水の種別に応じ、上表を適用して得た額に消費税を加算して得た額とする。

H28.4.1

基本使用料

（8ｍ3以下）

負担増が特定の利用者に偏る
ことを避け、下水道利用者全
体で均等になる案を採用。

従量使用料単価及び基本使用

料を改定。

従
量

逓
増
使
用

料

従量使用料

（９ｍ3以上）
：26円

R2.4.1

基本使用料

（8ｍ3以下）

負担増が特定の利用者に偏る
ことを避け、下水道利用者全

体で均等になる案を採用。
従量使用料単価及び基本使用

料を改定。

従
量
逓
増

使
用

料

従量使用料

（９ｍ3以上）

：26円

R6.4.1

基本使用料

（8ｍ3以下）

負担増が特定の利用者に偏る
ことを避け、下水道利用者全

体で均等になる案を採用。
さらに、料金単価の設定を５

円単位から１円単位に変更

し、少量区分の使用料単価の
上昇への配慮を行った。

従量使用料単価及び基本使用

料を改定。

従
量

逓
増

使
用
料

従量使用料

（９ｍ3以上）

：26円
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 ２）下水道使用料収納状況 

※ ２月及び３月期に調定し、翌年度４月及び５月に収納された下水道使用料収益は過年度 

扱いとなるため含まず。 

※ 12 月及び１月調定分（２月及び３月収納分）は下水道基本使用料無償事業実施により、 

基本使用料分減額している。 
 
２ 手数料等 

１）排水設備工事事業者指定手数料 455,000 円 

新規の申請 10,000 円/件  15 件    計 150,000 円 

更新の申請  5,000 円/件  61 件    計 305,000 円 

 

２）その他 

① 下水道施設占用料      37,926 円 

② 下水道台帳コピーサービス 172,370 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（税込）

件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円）

４ 48,579 132,923,840 0 0

５ 42,227 107,057,493 8 2,775,153

６ 48,594 166,692,035 41,473 118,411,813

７ 42,448 114,978,786 41,334 129,422,294

８ 48,392 190,575,974 45,890 142,768,025

９ 42,298 109,964,071 42,641 108,113,329

10 48,502 150,118,499 46,579 189,130,426

11 42,119 108,005,003 43,744 119,675,758

12 26,216 90,094,527 42,459 133,921,883

１ 25,474 62,015,523 47,996 114,311,526

２ 48,605 149,064,152 28,906 99,821,597

３ 42,884 100,953,951 23,770 57,319,733

計 506,338 1,482,443,854 404,800 1,215,671,537

調定 収納
月

　　　収納率　82.0％
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